








23 
 

もう一歩進んで 

雇止め（契約期間が満了し、契約が更新されないこと）をすることに、客観的・合

理的な理由がなく、社会通念上相当であると認められないときは雇止めが認めら

れません。その場合、今までと同じ労働条件で、有期労働契約が更新されること

になります（労働契約法第 19 条）。 

 

 

整理解雇 

 

使用者が、不況や経営不振などの理由により、人員削減のために行う解雇を

整理解雇といいます。これは使用者側の事情による解雇ですから、次の事項に

照らして整理解雇が有効か否か厳しく判断されます。 

① 人員削減の必要性 

人員削減措置の実施が不況、経営不振などによる企業経営上の十分な必

要性に基づいていること 

② 解雇回避の努力 

配置転換、希望退職者の募集など他の手段によって解雇回避のために努

力したこと 

③ 人選の合理性 

整理解雇の対象者を決める基準が客観的、合理的で、その運用も公正で

あること 

④ 解雇手続の妥当性 

労働組合または労働者に対して、解雇の必要性とその時期、規模・方法

について納得を得るために説明を行うこと 
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もう一歩進んで 

 

 

退職勧奨について 

 

解雇と間違いやすいものに退職勧奨があります。退職勧奨とは、使用者が労

働者に対し「退職してほしい」「辞めてくれないか」などと言って、退職を勧

めることをいいます。これは、労働者の意思とは関係なく使用者が一方的に契

約の解除を通告する解雇とは異なります。退職勧奨に応じるか否かは労働者の

自由であり、その場ですぐ答える必要もありませんし、辞める意思がない場合

は、応じないことを明確に伝えることが大切です。 

退職勧奨に応じてしまうと、解雇と違って合理的な理由がなくても有効とな

ってしまいます。多数回や長期にわたる退職勧奨が、違法な権利侵害に当たる

とされた裁判例もあるので、執拗に退職を勧められたりして対応に困った場合

には、労働組合や全国の都道府県労働局等に相談しましょう。裁判例について

は、こちらのパンフレットを参考にしてください。 

（ http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/kantoku/dl/150

329-1.pdf） 

なお、退職勧奨に応じて退職した場合には、雇用保険において、自己都合に

よる退職とはなりません。 

 

 

３ 会社が倒産したら 

 

会社が倒産して賃金が支払ってもらえなくなった時のために、賃金の支払の確保

等に関する法律により、未払賃金立替払制度が設けられています。この制度は、会

社が倒産したために賃金が支払われないまま退職した労働者に対して、その未払

賃金の一定範囲について、国（労働者健康安全機構）が事業主に代わって支払う

制度です。 

実際に立替払を受けられるかどうかは、労働基準監督署に相談してみましょう。

立替払制度の詳細はこちらをご覧下さい。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/shi

nsai_rousaihoshouseido/tatekae/index.html 
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第５章 多様な働き方 

 

   従来からあった正社員という働き方に加え、「派遣」や「契約社員」、「業務委託・

請負」といった様々な働き方をする人が増えています。自分自身がどのような形態

で働きたいのか（働いているのか）を知っておくことは、働く者としての自らの権利を

守る上でとても大切です。 

 

１ 派遣労働者  

 

派遣とは、労働者が派遣会社（派遣元）との間で労働契約を結んだ上で、派遣会

社が労働者派遣契約を結んでいる会社（派遣先）に労働者を派遣し、労働者は派

遣先の指揮命令を受けて働くというものです。派遣は、労働者に賃金を支払う会社

と指揮命令をする会社が異なるという複雑な労働形態となっていることから、労働

者派遣法において派遣社員のための細かいルールを定めています。 

 

 

   派遣では、法律上の雇い主はあくまで派遣会社になります。よって事故やトラブ

ルが起きた際は、まず派遣会社が責任をもって対処しなければなりません。しかし、

実際に指揮命令をしている派遣先は全く責任を負わないというのは妥当ではなく、

労働者派遣法において派遣会社と派遣先が責任を分担するべき事項が定められ

ており、その中には労働基準法や安全衛生法に関する事項が含まれています。派

遣会社と派遣先に、それぞれ相談を受ける担当者がいますので、働いていてトラブ

ルが起こった場合には、担当者に相談してみましょう。 

また、平成２７年９月３０日に労働者派遣法が改正され、派遣社員のキャリアアッ

プに向けて計画的な教育訓練を行うことなどが派遣会社の責務となっています。 
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もう一歩進んで 

２ 契約社員（有期労働契約） 

 

   契約社員といわれる人たちなどにみられるように、正社員と違って、労働契約に

あらかじめ雇用期間が定められている場合があります。このような期間の定めのあ

る労働契約は、契約期間の満了によって労働契約は自動的に終了することとなり

ます。１回当たりの契約期間は一定の場合を除いて最長３年です。こうした期間の

定めのある労働者は、正社員と比較し待遇が良くないことも多いので、「業績が悪

いから」といって契約社員への転換をせまられた場合などは、慎重に検討すること

が大切です。 

 

 

有期労働契約について、３つのルールができました。 

 

   労働契約法が改正され、次の３つのルールが平成 25 年４月１日から全面施行さ

れています。 

①  無期労働契約への転換：有期労働契約が繰り返し更新されて通算５年を超え 

たときは、労働者の申込みにより、期間の定めのない労働契約（無期労働契約） 

   に転換できます。 

 

【契約期間が１年の場合の例】 

 
※ 大学等及び研究開発法人の研究者、教員等や高度な専門的知識等を有す 

る有期雇用労働者、定年後に引き続き雇用される有期雇用労働者については、

特例があります。詳細については、こちらをご覧下さい。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/  
roudoukijun/keiyaku/kaisei/ 

  ②  「雇止め法理」の法定化：最高裁判例で確立した「雇止め」法理が、そのまま

の内容で法律に規定されました。一定の場合には、使用者による雇止めが認め

られません（Ｐ22・23 参照）。 

③  不合理な労働条件の禁止：有期契約労働者と無期契約労働者との間で、期

間の定めのあることによる不合理な労働条件の相違を設けることは禁止されま

す。 

 

 



27 
 

３ パートタイム労働者  

パートタイム労働者とは、一般的には、パートタイム労働法で定義されている「短

時間労働者」のことをいい、１週間の所定労働時間が、同一の事業所に雇用されて

いる通常の労働者と比べて短い労働者のことを指しています。法律上はパートタイ

ム労働者やアルバイトという区別はなく、条件を満たせば呼び名は違ってもすべて

パートタイム労働者となります。 

また、パートタイム労働者も労働者であることに変わりはないので、各種労働法

が適用されます。したがって、要件を満たしていれば、年次有給休暇も取得できま

すし、雇用保険や健康保険、厚生年金保険にも加入することができます。 

労働者を雇い入れる際、使用者は、労働条件を明示すること、特に重要な条件

については文書を交付することが義務付けられていますが、パートタイム労働法で

はすでに述べた６点（P.３の表参照）に加え、昇給、退職手当及び賞与の有無並び

にパートタイム労働者の雇用管理の改善等に関する事項に係る相談窓口について

も文書の交付による明示を義務付けています。 

 

４ 業務委託（請負）契約を結んで働いている人  

 

正社員や、上の１～３で記述してきた派遣社員、契約社員、パートタイム労働者

などは、「労働者」として、このテキストに書かれているような労働法の保護を受け

ることができます。 

他方、「業務委託」や「請負」といった形態で働く場合には、注文主から受けた仕

事の完成に対して報酬が支払われるというものなので、注文主の指揮命令を受け

ない「事業主」として扱われ、基本的には「労働者」としての保護を受けることはでき

ません。 

 

 
したがって、「業務委託」や「請負」といった形態で働く際には注意が必要です。 

ただし、「業務委託」や「請負」といった契約をしていても、その働き方の実態から

注文主の「労働者」であると判断されれば、労働法規の保護を受けることができま
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もう一歩進んで 

す。例えば、仕事をする場所・時間を注文主から指定されていたり、仕事の仕方を

細かく指示されていたりする場合などは、「労働者」と判断される可能性が高まりま

す。 

この「労働者」であるかどうかということは、実はとても難しい問題です。自分が

「労働者」として労働法の保護を受けることができるかどうか困った際には、労働基

準監督署に相談をしてみましょう。 

 
※請負事業主に雇用される労働者がいる場合、当然、その労働者は労働法規の保護を受けま

す。 

 
 

 

労働基準法上の労働者とは 

 

労働基準法上の労働者とは、使用者の指揮命令の下で働き、その報酬として

賃金を受ける者をいい、職種は問いません。主に、会社の指揮命令の下で働い

ているか否か（指示された仕事を拒否する自由があるか、時間を拘束され場所

を指定されているか、他の者で代替できるか等々）、受け取る報酬が指揮命令

の下で働いたことに対する報酬か否か（請負代金や成功報酬的なものとなって

いないか等々）によって、労働基準法上の労働者であるか否かが決まります。
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労働基準監督署 

 

賃金、労働時間、安全衛生などについての監督、指導、労働基準関係法令に、基

づく許可、認可などの事務を行っています。労働基準監督署の所在地や連絡先に

ついては下記ホームページをご覧下さい。 

http://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/location.html 

   

※労働基準監督官について 

   労働基準監督官は、労働基準監督署などに配置され、各企業において適正な

労働条件が確保されるよう会社を指導する専門職の職員です。具体的にはあらゆ

る会社に立ち入り、法律に定められた賃金・労働時間や安全衛生に関する基準が

守られているか調査し、これが守られていない場合には、その是正を指導すること

によって、労働者の労働条件を確保し、向上させることを任務としています。 

   労働者は、労働基準関係法令に違反がある場合には、労働基準監督官に権利

救済を求めることができます（これを申告といいます）。申告を契機として、労働基

準監督官が会社へ赴くなどした際、法律違反が認められた場合には、是正を図る

よう行政指導を行います。申告にもとづく労働基準監督官の調査は労働者の氏名

を使用者に伝えずにできる場合もあります。使用者は、労働者が申告をしたことを

理由として不利益な取り扱いをしてはならないとされています。 

労働基準監督官が取り扱う法律は、労働基準法、労働安全衛生法、最低賃金

法などの労働基準関係法令です。 
 

労働条件相談ほっとライン 

違法な時間外労働、過重労働による健康障害、賃金不払残業などの労働基準

関係法令に関する問題について、専門知識を持つ相談員が、法令・裁判例などの

説明や各関係機関の紹介などを行う無料電話相談です。 

【フリーダイヤル】０１２０－８１１－６１０ （はい！ ろうどう） 

受付時間： 平日（月・火・水※・木・金） 17 時～22 時 

土･日           10 時～17 時 

  ※平成 29 年４月１日より水曜日にも相談を受け付けます。 

          

 

働くときのルールについての相談窓口 
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総合労働相談コーナー 

 

全国各地の労働局や労働基準監督署などに設置している総合労働相談コーナ

ーでは、労働条件、募集・採用、いじめ・嫌がらせなど、労働問題に関するあらゆる

分野について、労働者、事業主からどちらからの相談でも、専門の相談員が、面談

あるいは電話で受けています（ご相談は無料です）。労働関係で困ったことがあっ

た場合、ぜひ相談してみて下さい。各地に設置している総合労働相談コーナーの

所在地や連絡先については、下記ホームページをご覧下さい。 

http://www.mhlw.go.jp/general/seido/chihou/kaiketu/soudan.html 

 

労働委員会 

不当労働行為（P.２参照）があった場合に労働組合や労働者を救済したり、ストラ

イキなどの労働争議があった場合に労働組合と会社の間の争いの解決のための調

整（あっせん、調停、仲裁）を行います。また、労働者個人と会社の間での労働条件

など労働問題に関する争いを解決するための支援（個別労働紛争のあっせん）を行

っています（注：個別労働紛争のあっせんについては、一部の都道府県労働委員会

を除く）。労使間で紛争が解決困難な場合はご相談下さい。なお、ご利用は無料で

す。 

都道府県労働委員会の所在地や連絡先については、下記ホームページをご覧下

さい。 

http://www.mhlw.go.jp/churoi/chihou/pref.html （都道府県労働委員会） 

 

          

労働条件について確認できるポータルサイト 

「確かめよう労働条件」 

労務管理に関するＱ＆Ａ、法令・制度や相談機関の紹介など、労働条件に関す

る情報を分かりやすく掲載しています。 

詳細については、下記ホームページをご覧下さい。 

http://www.check-roudou.mhlw.go.jp 

 

                           

  

                           （H29．３） 


